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泉佐野市の空港行政について 

 

関西国際空港の建設は、成田空港の建設とともに国家的なプロジェクトで、計画の始

まりは高度成長時代まで遡ります。そして泉州沖が候補地になり泉佐野市の大きな行政

課題になります。 

 

１．関西第２空港計画から工事開始まで 

 １９６０年代（昭和３０年代後半）、海外旅行が自由化され航空需要の拡大が想定さ

れるようになると関西第２空港の設置が課題になりました。さらに、ジェット機が就航

すると大阪（伊丹）空港の騒音問題が大きくなりました。 

 新東京（成田）国際空港の二の舞を避けることも非常に重要でした。 

こうして関西第２空港の計画は、公害のない空港を地元の合意の下に進めることになり、

運輸省の調査が始まりました。 

同時期、大阪湾岸の自治体では空港建設に反対する決議が相次ぎます。 

１９７４（昭和４９）年、航空審議会が関西国際空港の候補地として泉州沖が最適と

答申します。 

１９７９（昭和５４）年、反対決議を撤回する自治体が出てきます。その後、全ての

自治体が反対決議を撤回します。泉佐野市（議会）は１９８１（昭和５6）年３月に撤

回します。これにより関西新空港計画を地元（兵庫県、大阪府、和歌山県）と話し合う

環境が整い、運輸省は翌４月に「空港計画案」「環境影響評価案」「地域整備の考え方」

の３点セットを明らかにします。 

１９８３（昭和５8）年８月、運輸省は公団方式による新空港建設を概算要求します。

１２月、泉佐野市議会は新空港建設促進を決議し、地元と共存共栄する空港を目標に掲

げます。 

1984（昭和５９）年、関西国際空港株式会社の設立が予算化され、関空建設の基本

方針はいわゆる民活方式に転換します。 

 

 以上の経過をたどり、１９８６（昭和６１）年１１月、関西国際空港の公有水面埋め

立てに知事が同意する際の意見照会に泉佐野市（泉南市、田尻町を含めた２市１町）は

ゴーサインを出し、、年が明けた翌年２月に関空埋立工事がスタートします。 

 ゴーサインを出すにあたり、泉佐野市は長年検討してきた新空港の環境問題は一応ク

リアされたこと、地域整備問題は「関西国際空港関連施設整備大綱」（１９８５年１２

月関係閣僚会議）及び「関西国際空港関連地域整備計画」（１９８６年１２月大阪府）

が示されたことにより「市の要求してきたものがほぼ満足し得る形で取り入れられた」

（当時の向江市長）とし、財源対策についても「市の空港関連地域整備に実現可能な財

 資料１３  
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源対策が示された」（同）と評価しました。 

 泉佐野市の空港関連地域整備事業は、市が事業主体となるもの、および市の負担を伴

う事業で、「街路・道路」、「公共下水道等」、駅周辺再開発等の「面整備」、「農林水産」、

消防施設整備等の「その他の公共施設」に区分され、２０００（昭和７５）年までの事

業費は１３００億円とされました。 

 

 

 

財源対策は、①通常施策の執行に大きな影響を与えないこと、②赤字再建団体に陥ら

ないこと、③公債費が起債制限比率をこえないこと、④後年度返済が可能であることの

４点をクリアできることを要望して具体策が示されました。それを踏まえた財政収支予

測によると１９９３（昭和６８）年に累積赤字額は３０億円で最大になりますが、赤字

再建団体ラインの範囲で、１９９６（昭和７１）年には累積黒字となること、２０００

（昭和７５）年には累積黒字額は１４７億円とされました。 

 

２．泉佐野市の空港行政  

 （１）空港関連地域整備事業の展開、そして財政危機 

１９８７（昭和６２）年に空港建設工事が始まると泉佐野市の関連地域整備事業（表

1）も本格的に始まります。偶然としか言いようがありませんが、同じころバブル景気

が始まります。 

 バブル経済によって本市の空港行政が受けた影響を簡潔に記すことはできませんが、

りんくうタウンに端的な事例があります。りんくうタウンは関空の補完施設及び南大阪

の発展のために大阪府によって造成されましたが、バブルの到来によって高度商業化地

域になり、シンボル施設として超高層のツインタワービルが計画されました。その後、

バブル崩壊によって１棟だけが建設され、その 1 棟も完成直後から経営危機に陥りま
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した。 

 1986（昭和６１）年に策定した財政収支見通しは２０００（昭和７５）年に１４７

億円の黒字としましたが、実際は予測の最終年である２０００（平成 12）年度決算は

２８億円の赤字になりました。以後、赤字再建団体への転落回避が最重要課題になり、

数年後には財政非常事態宣言を出します。 

 関西空港も厳しい状況が続きます。空港を開港する時期の目標は、埋立工事が始まっ

た頃は 1992（平成 4）年度末でしたが延期になり 199４（平成６）年 9 月に開港し

ます。すでにバブルが崩壊して数年が経っていて、直後に阪神淡路大震災が発生します。

その後もアメリカでの同時多発テロ事件や SARS が発生します。航空需要の低迷が続

きました。 

 関空経営の低迷と泉佐野市の財政危機。関空も地元も共に繁栄する「共存共栄」とは

程遠い現実が続き、泉佐野市は財政健全化団体になりました。 

 

（２）泉佐野市の現在の空港行政について 

 関西空港の建設と開港、関連地域整備によって泉佐野市は大きく変わりました。市域

の中心部を空港連絡道路が通り、山間部と海岸部には高速道路が走ります。JR 西日本

と南海電鉄が関西空港から泉佐野市を経由して大阪市内が繋がっています。都市の利便

性が飛躍的に向上しました。 

 関西空港は長く低迷していましたが、ビザの緩和や LCC の就航などの様々な活性化

策が功を奏し訪日外国人の旅行者が急増し、賑うようになりました。コンセッションに

よって関西エアポート株式会社が空港経営を行うようになり、一層発展しています。 

料金を引き下げて空港アクセスを改善するために連絡橋が国有化されました。関西空

港を活性化する効果はありましたが、民活方針の変更でもありました。泉佐野市は起債

償還の財源としてきた固定資産税を失うことになり、その減少額は連絡橋の耐用年数の

期間で総額１０５億円に達します。国は支援を約束しましたが、実現しなかったため泉

佐野市は空港連絡橋利用税を導入しました。 

 数年前から、関西空港がさらに発展するための新たな課題が明らかになってきていま

す。地元自治体としてその課題に対応し、関空と地元との「共存共栄」を進めます。関

空の発展に地元が取り残される「通過都市」にならないようにしなければなりません。 

 

（３）空港連絡橋利用税の役割について 

 関空建設の歴史及び関空の現在の発展を踏まえ、泉佐野市には空港の地元市として実

施すべき行政需要があります。現在は世界的に人流が止まっていますが、新型コロナウ

イルスの収束を見据え、地元と関空の発展につながる行政を進めることです。 

第１に、バブルの崩壊や市の財政危機によって中途になっている空港関連地域整備を

進めることで、現在の事業は泉佐野土丸線事業及び熊取駅西地区整備事業です。 
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第２に、新型コロナウイルスの感染拡大前に明らかになった新たな行政需要に対応す

ることです。訪日外国人旅行者の増加に対応する各種の事業や人手不足に対応する外国

人受入環境整備事業、りんくうタウン駅ビルの活性化事業、連絡橋など空港アクセスの

耐震工事補助です。 

第３に、開港から３０年近くが経過し、下水道施設や病院施設の更新や改修を行うこ

とです。 

第４に、将来の税収増によって賄うとした起債償還を進めることです。 

なお、空港連絡橋利用税は普通税でその使途は制限されていません。それでも空港ア

クセスの耐震工事に対する補助や空港消防、病院の維持管理事業は空港の利用者である

連絡橋の利用者に安心安全を担保するものとして、とりわけ受益があると考えています。 



2 資料 14 事業費と税収 

空港関連事業と空港税収について 

空港に関連して泉佐野市が実施する事業 

関空の発展によって地元自治体が実施すべき空港関連地域整備や新たな行政需要、空港関連地域整備施設の更新経費、空港建設時の関

連地域整備に要した起債償還費用。 

 
平成 30 年度から令和

４年度（X） 

令和５年度から令和 

９年度（Y） 
（Y）＋（X） （Y）－（X） 備考 

事業経費 A 232.7億円 194.7億円 427.4億円 △38.0億円 ※１ 

空港税収 B※２ 182.1億円 157.3億円 339.4億円 △24.8億円 ※３ 

C＝B－A △50.6億円 △37.4億円 △88.0億円 13.2億円  

     

関空橋税 D 14.7億円 17.0億円 31.7億円 2.3億円  

     

C＋D △35.9億円 △20.4億円 △56.8億円 15.5億円  

※１：主な要因は公債費△６4 億円（空連事業△５3 億円、病院△11 億円）。 

※２：「空港税収」とは、関西空港に係る固定資産税、都市計画税、法人市民税により算出。 

※３：主な要因固定資産税都市計画税△６億円、法人市民税△１９億円 

 資料１４  
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3 資料15 （続き）空港関連事業と税収 

（続き）空港関連事業と税収について 

事業説明 
経費と税収等（５年間） 

H30-R4 R5 - R9 

空港関連地域整備                （37.5億） 

・熊取駅西地区整備               （11.0億） 

熊取町と連携して実施する熊取駅西地区整備のうち、泉佐野

市域の道路事業。関空近辺で早急に整備が必要なエリア。 

・泉佐野土丸線                 （26.5億） 

市中心部と空港・りんくうタウンを地域緊急交通路。 

23.4 

(7.4) 

 

 

(16.0) 

  

14.1 

(3.6) 

 

 

(10.5) 

 

新たな行政需要                 （42.4億） 

① 関空の発展に伴って生じた新たな課題 

（訪日外国人旅行者への対応）         （15.1億） 

（外国人受入環境整備等）            （7.2億） 

訪日外国人の増加によって顕在化した地域課題に対応す

る行政需要。人手不足対策も重要な行政課題になった。 

・りんくうタウン駅ビルの活性化          （2.6億） 

  関空の玄関駅として整備、また防災拠点としての整備も重

要になった。 

② 関空連絡橋耐震工事補助           （17.5億） 

阪神淡路大震災以前に建設された関空連絡橋は耐震工事

が必要で、国の要綱に基づく補助。 

12.4 

    

(7.8) 

(0.3) 

 

 

(0.8) 

 

 

(3.5) 

 

  

30.0 

 

(7.3) 

(6.9) 

 

 

(1.8) 

 

 

(14.0) 

 

施設の更新経費（ランニングコストを含む）     （97.4億） 

①維持管理経費                   （7.8億） 

② 病院施設改修                （13.0億） 

③下水道施設（雨水対策）の更新経費       （6.3億） 

（雨水ポンプ場、浸水ポンプ）       

④人件費                    （1.5億） 

⑤ 病院運営費負担金              （64.5億） 

⑥ 空港消防経費                  （4.3億） 

39.8 

(3.8) 

(0) 

(1.5) 

 

(0.8) 

(31.6) 

(2.1) 

57.6 

(4.0) 

(13.0) 

(4.8) 

 

(0.7) 

(32.9) 

(2.2) 

起債償還                   （250.1億） 

空港関連事業公債費             （147.9億） 

病院建設分公債費                （102.2億） 

空港建設時の関連地域整備に要した起債償還費用 

157.1 

(100.6) 

(56.5) 

93.0 

(47.3) 

(45.7) 

 合計 232.7 194.7 
   

固定資産税都市計画税 

法人市民税 

152.8 

29.3 

147.0 

10.3 

合計 182.1 157.3 
   

空港連絡橋利用税 14.7 17.0 

注： 印は連絡橋の利用者にとりわけ受益があると考えている事業（総額 62.1億円） 

 資料１５  
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税率の検討 

税率は様々な要素を検討して決定する必要がある。 

 

１．税の使途からの検討 

今後５年間の経費（税の使途）と税収を勘案して検討する。 

税 率 １００円 １２０円 140 円 160 円 180 円 200 円 

税収額 17.0 億円 20.4 億円 23.8 億円 27.2 億円 30.6 億円 34.0 億円 

増加額 ------- 3.4 億円 6.8 億円 10.2 億円 13.6 億円 17.0 億円 

 

２．同意基準からの検討 

（１）「国税又は他の地方税と課税標準を同じくし、かつ、住民の負担が著しく過重とな

ること」 

現行の税率 100 円は少額で負担は重くないとの判断を得ている。 

（２）「地方団体間における物の流通に重大な障害を与えること」 

    資料１７ グラフ 

（３）「国の経済施策に照らして適当でないこと」 

関西空港建設の基本方針である民活方式には連絡橋も含まれていた。しかし、通

行料金を引き下げて空港アクセスの改善を図るために連絡橋が国有化された。これ

は民活方針であり、国の経済施策の変更でもあった。普通車の通行料金は１５００

円から８００円になり、７００円引き下げられた。 

現行の税率は、引き下げ幅７００円の範囲内の１００円だが、税率を引き上げる

と引き下げ幅７００円に占める割合が大きくなり、国有化による料金引き下げ効果

への影響が大きくなる。 

 

３．その他 

（１）他の地方公共団体の法定外税との比較 

通行や入域する行為に課税する他の地方公共団体の法定外税の税率は、環境協力

税・美ら島税（伊是名村他３村）が１００円/回、宮島訪問税（廿日市市）が１００

円/回となっている。 

 （２）その他 

法定外税の新設（延長）には税率の検討が必要だが、税率を変えれば単純延長で

はなくなる。 

    協議期間 

新設時 6 ｹ月 11 日（平成２３年９月３０日提出、平成２４年４月１１日同意） 

更新時 3 ｹ月 10 日（平成２９年３月２８日提出、平成２９年７月７日同意） 

 

 

資料１６ 

７ 



4 資料 16 税率の検討 

参考資料 地方税法 

第６７１条 総務大臣は、第６６９条第１項の規定による協議の申出を受けた場合には、

当該協議の申出に係る市町村法定外普通税について次に掲げる事由のいずれかがある

と認める場合を除き、これに同意しなければならない。 

１ 国税又は他の地方税と課税標準を同じくし、かつ、住民の負担が著しく過重となるこ

と。 

２ 地方団体間における物の流通に重大な障害を与えること。 

３ 前２号に掲げるものを除くほか、国の経済施策に照らして適当でないこと。 

８ 



※関空連絡橋 通行料金推移
平成３０年度平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 令和元年度 令和２年度

連絡橋通行料金（普通車） 21.4.29～ 23.8.1～ 26.4.1～

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

1.10.1～

820 820通常 1,500 800 800 800 800

840 840

840 840

ETC平日夜間 1,500 800 800 550 550 550 820

800 820 820 820

820 820 820 820

備考欄 国有化 ETC割引

28,807 29,409

消費税10％
H25.3.30から

税徴収開始
消費税８％

ETC割引終了

28,766 2,25716,798 18,125 20,048 24,054 25,721航空旅客数(千人) 15,329 13,515 14,176 13,857

外国旅客者数(千人） 3,085 2,888 3,467 2,757 15,010 15,518 14,688 1303,821 4,966 6,992 11,000 12,425
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航空機発着回数(回)

航空旅客数(人)

貨物取扱数量（ﾄﾝ）

空港連絡橋通行台数(台）

鉄道乗降客数（人）

リムジンバス乗降客数

（人）

ポートターミナル乗降客

数（人）

H20＝100

（グラフ）空港連絡橋利用税実施前後の各種指標推移
資料１７

鉄道旅客数 発着回数

リムジン

連絡橋貨物 ポートターミナル

９
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■空港連絡橋利用税実施前後の各種指標推移

項目 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

航空機発着回数(回) 128,105 108,672 106,873 107,791 128,729 133,296 145,037 169,304 178,451 188,276 189,658 196,022 57,814

航空旅客数(人) 15,329,528 13,515,041 14,176,411 13,857,044 16,798,760 18,125,980 20,048,689 24,054,171 25,721,294 28,807,362 29,409,138 28,766,899 2,257,667

国際線外国人旅客
(人)

3,085,344 2,888,761 3,467,282 2,757,889 3,821,350 4,966,941 6,992,484 11,000,927 12,425,014 15,010,884 15,518,924 14,688,045 130,725

貨物取扱数量(トン) 726,276 633,777 749,840 712,118 687,425 670,625 740,823 699,772 753,364 851,559 811,218 756,711 721,324

空港連絡橋通行台数
(台)

6,585,618 6,392,350 6,707,326 6,735,616 7,339,464 7,456,942 7,493,884 7,890,364 8,126,902 8,345,974 8,097,296 8,796,178 4,311,980

鉄道乗降客数(人) 13,319,028 11,622,761 11,811,057 11,898,718 13,822,983 14,966,586 16,717,117 19,993,620 22,073,697 24,447,815 24,379,196 24,548,445 6,752,980

リムジンバス乗降客
数(人)

4,645,942 4,185,141 4,386,198 4,544,178 5,161,070 5,145,780 5,254,025 5,593,450 5,817,726 6,314,904 6,603,082 6,152,211 537,308

ポートターミナル乗
降客数(人)

348,155 372,595 393,289 368,566 371,040 382,195 393,526 395,548 342,059 341,541 386,368 367,903 26,118

出典：新関西国際空港株式会社の運営概況、近畿運輸局ホームページ内の調査・統計・概況

資料１８

１
０
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7 資料 19 徴税経費 

徴税経費について 

 

空港連絡橋利用税は平成２５年３月３０日に徴収を開始していて、徴税経費は以下の

ようになっています。 

 

１．空港連絡橋利用税の徴収方法 

  特別徴収 

 

２．特別徴収義務者 

  関西国際空港連絡橋の通行料金を収受するもの 

  （西日本高速道路株式会社） 

 

３．特別徴収に関する泉佐野市と西日本高速道路株式会社との協定 

 次の２つの協定により ETC システムによる徴収及び費用負担について取り決め。 
（１）「泉佐野市空港連絡橋利用税の特別徴収に関する基本協定」 
（２）「泉佐野市空港連絡橋利用税の特別徴収に係る費用負担に関する協定」 
基本的な考え方：税徴収に際して発生する費用は泉佐野市が負担する。 

 
４．経費の詳細 
 （１）工事費用 
    ETC システム改修費用  ３２，５７６千円 
 （２）徴収経費の増加費用（ランニングコスト） 
    特別徴収に係る事務的経費（2.5％）、データ処理費用、カード手数料 
    注：データ処理費用及びカード手数料の経費（率）は利用カード（クレジット

カード等）ごとに変わる。 
    平成２５年度から令和２年度までの実績 平均 5.62％（5.44％から 5.81％） 
 
５．その他 他税目等の徴税経費 
 （１）軽自動車税（環境性能割）      5.00％ 
 （２）府税徴収事務委託金 令和２年度実績 4.51％ 

資料１９ 
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意見照会に対する回答 
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